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ミャンマーICT社会基盤の急速な展開と農業応用の  
適用可能性  
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 ICTに関する最先端の技術の応用手段の一つとして農業が注目されている。アジア諸国でも、インターネットやモバ
イルの利用を中心とした農業支援が進んでいる。ミャンマーでも民主化後、急速に ICTインフラ構築、インターネッ
トやスマートフォンの普及が進んでいるが、段階的発展を遂げて来た日本とは異なる形で技術の応用が進む可能性が
ある。ICT は単なるツールではなく、生活に結びつけられる社会基盤技術として捉える必要があり、変化の速度に応
じた社会的受容過程を分析することが重要である。付加価値連鎖の各過程について日本を中心とした各国での ICTの
農業応用事例に基き、ミャンマーの習慣、文化、社会的受容性の進展に即した適用可能性、新たなイノベーションの
可能性について評価する。 
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 Agriculture has been attracting attention as one the way to apply the most advanced technology of ICT. Even in Asian 
countries, agriculture support by using mobile phone and internet is progressing. In Myanmar, CT infrastructure is progressing 
and the penetration rate of smart phone and the internet is rapidly growing after democratization. But there is a possibility that 
the applying the technical advances different from Japanese style. ICT should not be just a toot but a social infrastructure 
technology, which is linking with our life. It is important to analyze the social acceptable process according to the speed of the 
change. In this paper, we are trying to evaluate the potential of an innovation and a possibility of application conforming to the 
Myanmar culture and the progress of social acceptability. It is based on the agricultural application examples of ICT concerns 
with the each course of the value-chain in Japan and other Asian countries.  

 

1. はじめに   	
 	
  

	
 ICT に関する最先端の技術の応用手段の一つとして第一

次産業である農業が注目を集めている。日本の平成 25年 6

月に決定された世界最先端 IT国家創造宣言においても、IT

を活用した日本の農業・周辺産業の高度化・知識産業化と

国際展開として政策を進めている。タイ、インドネシア、

インド、バングラデシュ等アジア諸国でも農業支援が進ん

でいる。特に農業技術に関する情報提供や技術支援にイン

ターネットやモバイルを中心に使われている。近年、ミャ

ンマーでも民主化になった後のティンセイン政権によって

急速に ICTインフラ構築、インターネットやスマートフォ

ンの普及が進められており、利用者数がこの 2,3 年で大幅

に伸びている[1].図 1のように 2000年では携帯電話のユー

ザは 0.03%しかいなかったが、2011 年には 2.38%まで増え

てきた。インターネット利用者数も最近では携帯電話でイ

ンターネット利用者数も増えている。最近では 2Gと 3G回

線まで利用できるようになり、4G(LTE)利用を検討してい

る企業もいるので、後 1,2 年でインターネットが快適に利
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用できるようになるだろう。 
 そこで本研究では付加価値連鎖の各課程について日本を
中心とした各国での ICTの農業応用事例を調査し、またミ
ャンマーの農業の現状や農業における課題の分析を行い、

ミャンマーの習慣、文化、社会的受容生の進展に即した適

用可能性、新たなイノベーションの可能性について評価す

る。 

図 1.ミャンマー2000 年から 2013 年までの固定電話、携帯
電話、インターネット、ブロードバンドの利用率 
source: ITU 
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2. ミャンマーの ICT 

2.1 ミャンマーICTの変化  
	
 ミャンマーの情報化は 1971年にヤンゴン大学内に MCC
設立から始まる。また、1998年にはインターネット公式サ
ービスが開始されたが、当時のインターネット利用者数は

わずか 4人しかいなかった。当時から、MPT(Myanmar Posts 
and Telecommunications,ミャンマー郵電公社)が電気通信事
業 を 独 占 し て い た 。 同 年 に Myanmar Computer 
Federation(MCF,ミャンマーコンピュータ連盟)が設立され、
それ以降は ITマスタープランの策定、ソフトウェアパーク
(MICTパーク、ミャンマーICTパーク)の開所等著しい進展
があった。 
	
 ところが、2004年 10月に Khin Nyunt (キンニュン)首相
が突然更迭され、ミャンマー政府は ISP(インターネットサ
ービスプロバイダー)をそれまでキンニュン元首相の息子
が社長を勤めていたバガン・サイバーテックから取り上げ

MPTに移した。2008年 1月時点で ISPのMPTとYadanarpone 
Teleport の 2 社を国が支配しているので、インターネット
サービスが政府の都合で止められることがしばしばあった。 
	
 当時の携帯電話も利用できるが、SIMカードの価格は 40
万円~30万円くらいで大変高額で、また、端末機の購入料、
利用料も高額であるため、携帯電話の利用は一部の富裕層

に限られていた。それが政府の政策によりだんだん安くな

り、普通の人も持てる状況になり、携帯電話の普及が進み

始めている。2013年にミャンマー政府は国内の ISPサービ
スに海外企業を受け入れるようになり、高額だった SIMカ
ードは 150円で買いたい分だけ買えるようになった。携帯
電話販売店では、携帯電話一台購入すると、SIMカード一
枚プレゼントするという店まで現れた。今年の 8 月に 150
円程度で販売し始めたのは Ooredoo社であり、同年の 9月
に Telenor社からも同じ値段で販売する予定である。また、
MPTからも 150円の SIMカードを抽選で販売していたが、
同年 9月から自由に購入できるようになった。 
 

2.2 近隣諸国との比較  
	
 次はミャンマーと近隣諸国のブロードバンド基盤の状況

を比較してみよう。 
	
 Terabitconsultingの資料によると、2012年の ASEAN国々
のブロードバンドの比較では、ミャンマーは 14Gbps で、
近隣諸国であるベトナム 360Gbps、タイ 463Gbps、フィリ
ンピン 530Gbps とはかなり差があることがわかる。また、
インターネットのインフラについても、「最強」から「最弱」

の 9段階の評価で、タイの「平均」、フィリンピンの「強い」
等々と比べるとミャンマーは「弱い」と評価されており、

2012 年の時点ではミャンマーのインターネット環境は悪
い状態だった。 
	
 ミャンマー政府は携帯電話の利用を 80%くらいに引き上
げたいと考えており、一般の人の中では今後パソコンより

スマートフォンが中心の通信ツールとなると考えられる。

また、インターネット利用もパソコンより携帯電話での接

続が主となっている。現在は、首都ネピドー、ヤンゴン、

マンタレーなどの大都市では日本ほど快適ではないがデー

タ通信が不自由なく利用可能になっている。 
 

3. 農業の付加価値連鎖課程と 6次産業化を
推進する IT基盤の事例  
	
 この章では農業の付加価値連鎖（バリューチェーン）の

課程、また 6次産業化を通じて農業の生産から消費までの
バリューチェーンの重要性とその 6 次産業化を推進する
ICT基盤の構築事例について述べる。 

3.1農業の付加価値連鎖課程  

 農業の付加価値連鎖課程とは、農産物の生産から製造、加
工、流通、消費に至るまでの各段階の付加価値をつなぐこ

とであり、それにより農業の付加価値連鎖全体でより大き

な付加価値を生み出す課程のことである。農業の価値を高

めるために、バリューチェーン全体、生産者、製造業者、

流通業者、消費者により大きな付加価値をもたらすように

していくことが大切ではあるが、食品産業をはじめとする

農業以外の業種と結びつくことにより、生産から加工、流

通、販売に至る各工程で価値を高めながら消費者につない

でいくプロセスを構築することも重要である。 
	
 今までの農業は農業生産、食料原料生産のみを担当する

ようにされてきたが、最近では「6 次産業化」は注目され
ている。6 次産業化とは２次産業的な分野である農産物加
工や食品加工は、食品製造の企業に取り込まれ、さらに３

次産業的分野である農産物の流通や農業・農村にかかわる

情報サービス、観光などのほとんどは卸・小売業や情報サ

ービス産業、観光業に取り込まれているが、これらの産業

を第一次産業である農業に取り戻して、農業の活性化をは

かるものである（図 3）。農業者や農協等が行う「農産物の
加工」、「農産物の直売や産直」、「ファームレストラン」等

が 6次産業化と言える。 

 
  図 3.6次産業化とその効果 

3.2バリューチェーン連結の事例  

	
 6 次産業化を進めている事例の一つとして、北海道の美
瑛町農業協同組合の取り組みについて述べる。美瑛町農業

協同組合では、農畜産物づくりと農畜産物の生産履歴に取

り組んでいるが、平成 19(2007)年に農畜産物の新たな販売
チャンネルとして、フレンチレストラン「アスペルジュ」

と野菜直売所「美瑛選果」を始めた。 
	
 「アスペルジュ」及び「美瑛選果」では、料理人と連携

してプロジュースし、レストランでは地元の食の素材をふ

んだんに使った料理を提供しており、「アスペルジュ」は北

海道のレストランとホテルを紹介する「ミシュランガイド

北海道 2012特別版」で一つ星に選ばれることもあった。ま
た、平成 23(2011)年にオープンした美瑛選果新千歳空港店
では、美瑛産の農産物のほかに東京都の人気ブーランジュ

リー「VIRON(ヴィロン)」とコラボした空港限定パンが評
判となっている。 
	
 今後は、生鮮野菜の海外展開を図るためには、低コスト

情報処理学会研究報告 
IPSJ SIG Technical Report

Vol.2014-SPT-12 No.14
Vol.2014-EIP-66 No.14

2014/11/21



 
 

ⓒ2014 Information Processing Society of Japan 3 
 

で鮮度を保持できる輸送技術の確率が不可欠となることか

ら、同技術の活用のほかにも、新たな温度調整可能な包装 
資材を活用し、スイートコーン、アスパラ等の大湾への輸

送試験を実施している。 

3.3 6次産業化を推進する ICT基盤  

3.3.1インターネットを通じた Webシステム  

	
 まず、月刊で 600万人が訪れる、料理レシピサイト、ク
ックバッッドについて述べる。クックバッドは料理のレシ

ピを掲載しているサイトで、レシピの参照だけではなく、

レシピの投稿もできるという仕組み(図 4)なので、女性の中
では非常に人気の料理レシピサイトである。ユーザの 9割
は女性である。料理レシピは料理雑誌や料理本に載ってい

るにも関わらず、それだけの女性がクックバッドのサイト

に訪れるのは、多くの人においしいと言われたい女性の心

理をうまく捉えたサイトである。 
 そのようなクックバッドだが、農業生産者との直接連携と
しては、全国の農業生産者と連携して「クックバッド産地

直送便」という旬の野菜や食材がそろうオンラインサイト

も運営している。このような農業生産者との連携活動によ

る農業活性化に取り組んでいると考えられる。 
	
 また、クックバッドの料理レシピサイト自体も農業活性

化に繋がると考えられる。なぜなら、クックバッドで投稿

されているレシピの中で利用された材料をきっかけに、ま

た、そのサイトで全国からの食材を広告されていることに

よって、普段は料理に入れないものでも、レシピで利用さ

れているのを見て、それを買って使ってみようと食材を購

入する人が増え、それが農業生産を推進する動きに繋がる

と考えられる。 
 もう一つの Web システムとして、クックバッド産地直送
便」のオンラインサイト同じようなサイトである、Oisix
はインターネットを使って一般の消費者にデリバリーで食

べ物を販売している会社である。会社側は消費者ができる

だけ簡単に、身体によくて、美味しい食生活を送れるよう

にという理念にしている。仕入れに関しては、農薬や加工

食は添加物、遺伝子組み換えといったものに設けているが、

つくった人が自分の子供に食べさせることができるかどう

かということを基準においている。そのために個別の生産

者の方と直接やりとりをしているので、まさに小売業者で

ある Oisix は農業の生産者と機密に連携し、消費者に安全
でおいしい生産物の提供を心かげていることにより、農業

全体の付加か価値を上げていると考えられる。 

3.3.2農業情報管理システム  

	
 農業情報管理システムとは株式会社日立ソリューショ
ンズは効率的な営農の支援、高品質な農業生産を実現しよ

うと、長年培ってきた GIS(チリ情報システム)関連技術等
を活用して、開発したシステムである。このシステムには

多くのシステムが入っており、全体的に Geomation	
 Farm
（農業情報管理システム）（図 5）として構成されている。 
	
 まずは地図と圃場情報をつなぎ、最適な営農を支援する

システム。農業に関連したさまざまな情報を GIS技術と連
携させて統合的に管理・活用できる。圃場の場所と状態が

ひと目で把握できるので、農地の有効利用、肥培管理、営

農計画の立案や生産性の診断、営農指導等を効率的に行う

ことができる。 
このシステムにより、生産の価値をあげようとするもので

ある。 

 
図 5. 農業情報管理システム 
 そして、もう一つのシステムは、生産者と農業情報をつな
ぎ、効率的な農作業を支援するシステム。モバイル機器や

Webを利用することにより、生産者もリアルタイムに農業
情報を確認することができる。確認した情報を現地ですぐ

に反映できるため、効率的に農作業を進めることができる

システムである。 
	
 また、生産履歴と GAPをつなぎ、農作物の付加価値の向

上を支援するシステムや農業機械と地図をつなぎ、安全で

効率の良い農作業を支援するシステムも提供している。前

者は農作業に使用した農薬や肥料などのデータを生産履歴

情報として登録・参照できるシステムである。履歴を管理

することで GAPへの取り組みにも対応可能である。より安

全で高品質な農作物の生育に役立てることができる。後者

は遠隔の場所でも作業場所の近くでも、農作業や機械の作

業情報がリアルタイムに地図上に表示される。農業機械と

の連携により施肥量や播種量の表示も可能で、精密農業を 
支援している。 

3.3.3食・農クラウド Akisai農業生産管理 SaaS生産マ
ネジメント  

	
 農業生産管理 SaaS 生産マネジメントとは株式会社富士
通は生産・作業・収穫・出荷の計画と実績を集計・分析し、

農業の営農・生産・品質の見える化と PDCAのマネジメン
トにより、生産性向上、高品質/ブランド化、高収益ポート
フィリオ作成、新規就農人材早期育成などの収益改善を貢

献するシステムである。 
	
 このシステムでは PDCAサイクル実現のために、計画す
る(Plan)、記録する(Do)、確認する(See)の 3つのカテゴリ別
に配置され、活用シーンごとに分かりやすく利用できる。 
	
 「計画する」のカテゴリでは、生産計画の予実管理、週

単位での作業の見える化、防除・施肥管理等ができるシス

テムが含まれている。生産計画の予実管理では、圃場ごと

の生産計画を予定と実績で見える化し、栽培ステージに会

わせた詳細スケジュールも可能である。週単位での作業の

見える化は、立案した生産計画に対し、週単位で作業計画

を立てる機能である。作業名を事前に設定することも可能

である。防除・施肥管理の徹底は、国の基準に基づいた「農

薬データベース」を元に、防除を目的とした「防除指針」、

肥料散布を目的とした「施肥指針」を作成でき、また作成

した指針や作業記録はエクセル形式で出力可能である。 
	
 「記録する」のカテゴリでは、作業者が作業中にスマー
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トフォンで撮影した写真をタイムリーに共有閲覧できる機

能、また、「だれが」「どの圃場で」「何時間」作業を行った

か、を簡単に記録可能な機能、農機具等の資材を登録する

ことで、詳細なコスト集計や、資材在庫管理が可能な機能

等がある。 
	
 「確認する」のカテゴリでは圃場ごとの作業実績や、作

物ごとの作業実績等、日々の作業履歴を様々な角度から表

示、出力できる機能、GAP基準に粗って作業が行われてい

るかどうかのチェック機能、クラウド上に蓄積したデータ

を様々な角度からグラフ表示する機能等がある。また、入

力された作業実績を元に、ほじょうごとのコストを集計し

たり、地図上で圃場を見える化し、圃場は緯度・経度で管

理され、GPS機能との連動が可能となったりする機能もあ

る。 
 このように第一次産業である農業と第３次産業とも言え
る情報サービス産業の連結により、農産物の生産性向上に

つながる。 

3.3.4システム収集と分析  

	
 次は、上記で述べた株式会社日立ソリューションズの農
業情報管理システムや株式会社富士通の農業生産管理

SaaS 生産マネジメントのような日本の農業生産を推薦す
る ICTシステムを収集したものと分析した結果について述
べる。 
	
 農業と ICT を連結して開発したシステムを 30 個ほど収
集して、エクセル形式にして分析を行った（表 1）。 

 
表 1. 農業を推進する ICTシステムの事例分析 
 システムの中では、パッケージのような一回で完結するシ
ステムもあるが、クラウド上のシステムを毎月支払いする

というシステムもある。今回収集したシステムの中で農業

の付加価値連鎖課程の加工、流通・出荷、販売等に対する

システムもあったが、ほとんどは農業の生産過程で利用さ

れるシステムである。農業生産過程に必要である生産管理

システム、品質管理システム、土壌情報システム、収穫予

測システム等がある。また、農業生産に重要な気象情報の

収集、分析や現状状況の遠隔監視が可能なシステムもある。

システムを ICT機能である管理、コミュニケーション、プ
レゼンテーション、処理で分類すると、管理の方が多かっ

た。 
	
 システムの利用対象者は農業法人、また生産者を含む農

業生産管理者等である。システムを利用するデバイスでは、

パソコン、タッチパネル、タプレット PC、スマートフォン

等インターネットが使えるいわゆる IT ツールで利用可能
となっている。 
	
 システムでは、クラウド、画像処理、センサー等の技術

が利用されている。また、情報として栽培で利用された情

報、日々の活動情報など農業生産のあらゆるデータ（ビッ

クデータ）を利活用されている。そのようなたくさんのデ

ータを有効活用することによって、生産性向上を図るシス

テムが開発されている。 
	
 	
 農業でこのような ICT システムを利用することによ
って、得られる問題解決としては、農家の労働負担をいろ

いろな場面でできるだけ減らせることが多かった。それ以

外には、食品の安全性向上、環境の保全、労働安全の確保、

競争力の強化、品質の向上、農業経営の改善や効率化に資

するとともに、消費者の信頼の確保などが期待できるよう

なシステムも会った。 
	
 このような日本のシステムがミャンマー農業にもミャ
ンマーの農業の独特な習慣や文化がある中で、どのように

利活用できるかを 5章でミャンマーの農業の実態と課題と
ともに検討する。 

4. 発展途上国での農業推進に対する IT活用
の取り組み  
	
 発展途上国でも農業支援に IT を活用することが多くな
ってきた。しかし、3 章で述べた日本の ICT システムとの
違いは、日本のシステムは情報、または、データを処理す

ることによる農業支援システムが多いのに対し、発展途上

国では情報という知識を提供する知識共有システムが多い。

そして、日本のシステムはインターネットが利用できるあ

らゆるデバイスで利用されるのに対し、発展途上国では携

帯電話を主に利用されていることがわかる。 

4.1インターネットプラットフォーム  

	
 政府や研究機関が有効な情報を発信するインターネッ
トプラットフォームを提供している。 
	
 フィリピンでは、政府が管理しているプラットフォンは

有力な情報を提供している。また、それ以外にも、農業生

産のいろいろなトピックスに関するオンライン訓練コース

がある。インドやパキンスタンにも似たようなインターネ

ットプラットフォームを農業で活用している。 

4.2コールセンター  

	
 生産者は携帯電話で農業に関する専門家がいるコール

センターに電話することができる。専門家は電話に受け答

えをし、栽培、灌漑とそれ以外の農業問題に関する技術の

提供もしている。 

4.3 SMSと音声メッセージ  

	
 タイに携帯会社テレノールが始めたプロジェクトであ
る。テレノール携帯利用者は市場情報、農作物に関する情

報、天気予報などの最新の情報を無料で提供される。一日

に 4から 6通のメッセージが送られる。ショットメッセー
ジだけではなく、第２弾のプロジェクトとして MMS や動
画などもアプグレードされている。 

5. ミャンマーの農業の実態調査と分析  
	
 3 章は日本の農業支援システムの収集で、4 章は発展途
上国でのシステムに関して述べた。この章では本研究の対

象であるミャンマーの農業について述べる。 
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5.1ミャンマー農林水産業の基本情報  

	
 ミャンマーの農用地は国土面積の約 18%であり、主要作
物は米、さとうきび、豆類等である。特に米は食料安全保

障上も重要視されている。林業ではチーク材は外貨獲得の

主要産業である。 
	
 農林水産業の地位に関しては、日本の農業水産省の調べ

(2011 年)によると、ミャンマーは国内総生産(GDP)は 553
億ドルのうち農林水産業に占める金額は 212億ドルである。
一方、日本は 58704億ドルのうち農林水産業に占める金額
は 674億ドルである。ミャンマーの農業水産業の GDP比は
38.2%に対し、日本は 1.1%である。 
	
 主要農産物の生産状況も以下通りである(表 2)。 
 ミャンマー  日本  
 2007 2008 2009 2010 2011 2011 
米  3145 3257 3268 3258 2901 840 
さとうきび  968 990 972 940 969 100 
とうもろこし  113 120 125 138 148 0.02 

表 2. 主要農産物の生産状況(万トン)	
 
ミャンマーの米は 2007年から 2011年のデータによると、
毎年 3000万トンくらいしているのに対し、日本は 840万ト
ン生産している。さとうきびはミャンマーは毎年 950万ト
ンほど生産しているのに対し、日本は 100万トンしか生産
していない。トウモロコシはミャンマーは毎年 100万トン
以上生産しているのに対し、日本は 0.02万トンしか生産し
ていないことが日本の農林水産業の調査によりわかった。 

5.2よく語られるミャンマー農業の課題  

	
 Web 上の資料を元にミャンマーの農業の課題について
調査を行った。よく語られるミャンマーの農業における課

題は生産過程では 
・資材へのアクセスができない 
・高品質の種子が少ない 
・低金利へのアクセス 
・訓練及び技術等が述べられる 
	
 資本金不足で資材を購入することができない。また、 
様々な種の種子を蓄えているので、種が混合してしまい、

高品質の種子が少ない。そして、ミャンマー農業開発銀行

(MADB)からローンは不十分と時期が遅れたりするので、
金貸業者から高金利でローンを組まないといけないことに

なる。農業に関する知識不足も課題の一つである。 
	
 収穫課程と販売課程では 
・収穫時の労働力不足 
・市場情報の入手が難しい 
・市場連鎖が非常に長い等が述べられる。 
	
 収穫時には労働力不足により、収穫前後に大きなロスが
生じる。また、労働費用も一層嵩む。そして、販売時には

価格の情報は様々な情報源から得ているが、信頼に足ると

いうわけではない。また、時間がかかる場合もある。最後

の課題は市場連鎖が非常に長いことである。 

5.3調査設計とその結果  

	
 上記に述べたようにミャンマーの農業に関する情報を
日本にいながら Web上のデータを元に調査を行った。しか
し、Web上の情報は古い情報もあるし、もしかしたら間違
っている情報も混ざっているかもしれない。そのため、実

際に現場に行ってミャンマーの農業を調査した。 
 

5.3.1調査設計  

・調査の目的 

	
 ミャンマーの農業生産状況、農産物の市場について Web
上では得られない現場の状況を明らかにするためである。 
・調査方法 
	
 インタビュー対象者と一対一のインタビュー形式 
・調査対象 
	
 農家、農産物の流通・市場の関係者 
・実施期間 
	
 8月 

5.3.2調査結果  

	
 上記の調査設計とおり、8 月にミャンマーでインタビュ
ー調査を行った。調査方法はインタビュー形式で、農家 3
人と果物の取り引き場の方が調査に協力してくれた。今回

のインタビュー調査により、農業の実態や農家が抱えてい

る課題、そして、農産物の流通過程が明らかになった。 

5.3.2.1ミャンマーの果物市場の流通過程（図 7）につい
て  

	
 ミャンマーの果物の売買はヤンゴンの取り引き場で行わ

れる。取り引き場にいろいろな生産地の果物が送られる。

生産者から直接送られる場合もあるが、生産者から生産さ

れた果物全てを購入した仲買人的な人から送られる場合も

ある。取り引き業者の人は各地の生産地から送られた果物

を販売し、その売れた分の何%をもらう仕組みになってい
る。もしも、送られた果物が取り引き場である期間内に売

れず、腐敗してしまった場合は送った人が負担することに

なる。生産者が送った場合は生産者が負担し、生産者から

買った仲買人的な人が送った場合その人が負担することに

なる。大きな取り引き場はヤンゴンとマンダレーにある。

しかし、購入価格にもよるが、全国からの果物のほとんど

の取引はヤンゴンで行われることが多い。取り引き場では

各地の小売業の人が買い付けにくる。その人たちは、ヤン

ゴンの近くの人なら、ヤンゴン市内や郊外の市場で販売し

たり、各地に運んでそれぞれの地域の市場で販売したりす

る。スーパーと連携している取り引き業者なら、連携先の

スーパーに搬送する。そのように全国の果物がスーパー、

そして、いろいろな地域の市場で販売され、消費者に届く。 

 
図 7. ミャンマーの果物市場の流通過程 
 
農産物の流通は、今回は果物の取り引き場でインタビュー

を行ったが、野菜等もほとんど同じルートで流通が行われ

ているという。今回の取り引き場でのインタビューで、冷

蔵庫がないので、果物の保存ができないというのが取り引

き場の大きな課題ではないと感じた。また、輸送している
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途中で時間が経ってしまったりする場合もあるというので、

取り引き場に届くまでの熟する期間の計算等を工夫すれば、

解決できる余地があると感じた。 

5.3.2.2現場の農家のインタビューによる農業実態  

	
 インタビューに協力してくれたのは、シュエジンという

町の農家 3 人である。一人目は７エーカー所有者で、2 人
目は 20エーカー所有者、そして、3人目は 100エーカー所
有者の 3人である。 
７エーカー所有者と 20 エーカー所有者には農業生産過程
や課題を含めて農業全体についてインタビューをし、100
エーカー所有者には農業をやる上での課題と感じていると

ころだけについてインタビューを行った。 
	
 まず、7エーカー所有者と 20エーカー所有者を比較しな
がら農業生産過程について調査結果を述べる。栽培する際

に、機械と牛の利用に関しては、２人とも両方を利用して

いると答えた。7エーカー所有者は機械は持っていないが、
必要なときは借りて利用するという。生産物に関しては前

者は毎年豆類を栽培しており、後者は米と豆類両方を栽培

している。日給労働者の日給は仕事のないように関係なく、

女性は 2500Kyat（250円程度）と男性は 3000Kyat(300円程
度)である。栽培する生産物の選択に関しては、土地や水の
状態、また値段が高くなりそうなものを選ぶという。灌漑

水路の利用に関しては、その地域では水に困らないので、

利用する必要がないという。肥料等の購入は信用で購入し、

収穫後にお金を払う。ミャンマー農業開発銀行からのロー

ンに関しては、豆を栽培している農家には 1エーカーあた
り 2 万 Kyat(2 千円程度)、米を栽培している農家には 1 エ
ーカーあたり 10万 Kyat(1万円程度)貸してもらえる。ただ
し、一人の農家に貸してもらえるのは 10エーカー分までと
いう制限がある。ローンは申請の手続き等で時間がかかる

ので、栽培時より遅れてから手元に届く場合多く、そのロ

ーンだけでは足りないという。利子は 0.7%という。足りな
い分は資本金のある生産者から借りるという。７エーカー

所有者の家族は妻、息子二人と娘一人であり、農業をやっ

ているのは、本人と妻だけで、子供たちは別の仕事をして

いるという。子供たちが農業をやらない理由としては、農

業は収入が少ないというのが大きな理由である。インタビ

ューはここに述べた内容以外にもいろいろ質問したが、主

な内容だけここに述べた。 

5.3.2.3農業における課題と分析  

	
 次は今回のインタビューから得られた農業における課題

について述べる。 
	
 農業における課題では、土地の状態がわからない、天気

の予測ができないなど生産時の課題も多いが、資本金のな

い生産者にとっては、借金等があるので、市場の価格の変

化に関係なく、収穫後に販売しないといけないという課題

があったり、また、取り引き場で冷蔵庫など保存する方法

がないので、損になったりするという流通過程での課題も

あった。 
	
 表に述べた通り、洪水などの天気の予測ができない、虫

等を一日中監視しないと行けない等 ICTで解決できそうな
課題もあるが、一方、次の世代がいない等のように ICTで
解決できなさそうな課題もある。それらの課題を ICT機能
観点から 
 
①	
 情報取得（知識予測） 
②	
 情報交換（リアルタイム） 
③	
 組織化、情報共有 

④	
 啓発 
⑤	
 品質管理の５段階でグルーピング化を行った（表 3）。 
 
	
  天気の予測ができない、土地と合う生産物がわからない、
お金を伴わない技術提供がほしいとは、蓄積できる情報を

提供できる課題なので、情報取得に分類した。 
虫やネズミをいつも監視する必要があるので、生産者の仕

事が増える、農産物の価格の予測ができない、生産者より

仲買人の方が儲かる、生産の量がわからない、生産の量は

価格に影響するといった課題は市場の情報のようにリアル

タイムの情報が必要なので、情報交換に分類した。 
	
 虫やネズミが多い、借金等があるので収穫後は貯蔵等を

して価格を操作することができない、効率的で競争的な組

織化はされていないといった課題は、組織的な課題だと考

えたので、組織化や情報共有に分類した。 
	
 次の世代がいない、新たに農業をやろうとするひとたち

への教育がないといった課題は啓発に分類できると考えた。 
	
 それら以外の課題である、輸送に関する課題、品質にこ

だわらないといった生産者自身の認識に関する課題は農産

物の品質に関係あると考えられるので、品質管理に分類し

た。 
	
  このようにグルーピング化を行った後は、この課題を
ICT による対策を考える。今まで、日本の農業支援のため
の ICTシステムや発展途上国での農業支援のシステム等を
調査してきたので、それらのシステムをそのまま利用する

のではなく、ミャンマーの農業、農産物の市場、流通にミ

ャンマーの習慣や文化があるので、ミャンマーの農業にあ

った解決方法を検討することは今後の課題である。 

 
表 3.農業の課題	
 
	
 今回の調査全体を通じて感じたのは農家の人たちが求め

ているのは、まず農業の技術などの情報である。そして、

機械の共有などは持っている人から借りたりするというこ

となので、ある程度は組織化できていると思われるが、よ

り効率的、そして、競争的な組織化がまたあるはずだと考

えた。 
	
 また、6 次産業化のように第一次産業である農業とレス
トランや小売業等に連携し、それを効率的に行える ICT情
報システム等々も考えられる。 

6. まとめと今後の予定  
	
 今までの研究の流れとしては、日本における農業 ICTシ
ステムの事例の収集と分析を行ってきた。また、それらの

システムでどのような ICTの機能があるのかについても整
理を行った。一方、ミャンマーの農業実態に関しては 8月
までは Web情報資料を元に調査を続けてきた。8月には実
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際に現場でインタビュー調査を行った。また、その調査の

分析と、農業の課題整理を行った。農業の課題を ICT観点
から 5段階で分類を行った。 
	
 今後は分類されたミャンマーの農業の課題と日本の農業

ICTシステム、また発展途上国の ICTシステムから今後の
ミャンマー農業の課題が解決できる案を検討する。その案

を 11 月にもう一度ミャンマーでグループインタビューを
行い、評価を行う予定である。現在は、グループインタビ

ューの計画書も平行に行っている。 
	
 11月のグループインタビューの結果を元に、最終的には
ミャンマーの習慣、文化、社会的受容性の進展に即した提

案を行い、適応可能性、新たなイノベーションの可能性に

ついて評価を行う。 
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